
第 1号様式 (日 本産業規格A列 4番 )

移動等円滑化取組計画書

2026年 16月 30日

住  所 神奈川県川崎市川崎区中瀬 併21-6

事業者名

代表者名

川崎鶴見臨港バス株式会社

取締役社長 野村 正人

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第 9条の4の規定に基づき、次

のとおり提出します。

I 現状の課題及び中期的な封応
方針

(1)旅客施設および車両等の整備に関する事項
。当社の一般路線バスにおけるノンステップバスの導入率は 2025年 度末時点で 9
7.1%で あり、今後も車両更新に合わせフンステップバスからノンステップバスヘの

代替を実施する。

(2)旅客支援、情報支援、教育訓練に関する事項
。従業員のサービス介助士の資格取得を促進 し、適切な誘導を行える体制・環境を構

築していく。

・運転士教習時に実施 している車いす等の取扱いに関する教育を今後も糸匹続 して実施

し、各運転士の対応 レベルの維持向上に努める。

・従業員に対 し定期的に業務懇談会及び管理者研修を開催 し事例の共有や教育を実施

する。

Ⅱ 移動等円滑化に関する措置

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置
対象となる旅客施

設及び車両等

計 画 内 容

(計画対象期間及び事業の主な内容)

ノンステップバス 車両更新時に可能な限リワンステップバスをノンステップバス

に代替を行 う。

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第人条第二項及び第二項



の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置

対  策
計 画 内 容

(計画対象期間及び事業の主な内容 )

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい
ての介助、旅客施設における誘導その他の支援

対  策
計 画 内 容

(計画対象期間及び事業の主な内容 )

サー ビス介助士等

有資格者の配置

各営業所にサービス介助士等の資格を持つた運転士、職員を配置

し、お客様の誘導を円滑に行える体制を整備する。

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対  策
計 画 内 容

(計画対象期間及び事業の主な内容 )

バス停へのバスロ

ケーシ ョンシステ

ムの設置

停留所にバスロケーションシステムを設置し、バス待ちのお客様

が接近情報を把握できるように整備する。

⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対  策
計 画 内 容

(計画封象期間及び事業の主な内容 )

講習会の開催 従業員に対し業務懇談会および管理者研修を実施 し、運行時等に

あった事例を共有し、対応方法の指導を行 う。

⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適
正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対  策
計 画 内 容

(計画対象期間及び事業の主な内容 )



Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置
。営業所の建て替えを実施する場合は、車いす用の トイレやスロープを設置しバ リア

フリーに配慮する。

・バス停留所においては自治体と協働 し、可能な限り上屋、ベンチを設置する。

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容
対象となる旅客施設

及び車両等又は対策
変 更 内 蓉 理   由

V 計画書の公表方法
当社ホームページにて公表

Ⅵ その他計画に関連する事項
今後の社会情勢や経営状況により、随時計画を見直す。

注 l Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較 して記入すること。なお、該当する対策が複
数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。

2 Vに は、本計画書の公表方法 (イ ンターネ ットの利用等)について記入するこ

と。

3 Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画 (事業者全体に関連するプロジ
ェク ト、経営計画等)がある場合には、必要に応 じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。



第 6号様式 (日 本産業規格A列 4番 )

移動等円滑化取組報告書 (乗合バス車両)

(令和 7年度 )

住  所         神奈川県川崎市川崎区中瀬321-6

事業者名         川崎鶴見臨港バス株式会社

代表者名 (役職名及び氏名)取締役社長  野村 正人

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第 9条の 5の規定に基づき、次のとおり報告します。

I 前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

(1)移動等円滑化に関する措置の実施状況
① 乗合バス車両を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

② 乗合バス車両を使用した役務の提供の方法に関し法第人条第二項及び第二項の主務省令で
定める基準を遵守するために必要な措置

対 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容 )

前年度の実施状況

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介 助旅
客施設における誘導その他の支援

対  策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

サービス介助士

等有資格者の配
置

サービス介助士等の資格を持つた乗務員、職員を配置し、

お客様の誘導を円滑に行える体制を整備する。
各営業所に配置済

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

バス停へのバス
ロケーションシ
ステムの設置

停留所にバスロケーションシステムを設置し、バス待ちの

お客様が接近情報を把握できるように整備する。

バスロケーションシ
ステムの設置・整備
を継続 しました。

⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対象となる乗合
バス車両

現行計画の内容
(計画姑象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

ノンステ ップバ

ス
車両更新時に可能な限リワンステップバスをノンステップ
バスに代替を行う。

ノンステンプバス19

両導入

対 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容 )

前年度の実施状況

口荷智会 開に

・パスの乗り方
教室開催

l従業員に対し業務懇談会
例を共有し

および管理者狛オ修 を要施 し、連

行時にあつた事 対応方法の指導を行 う。
・沿線学校生徒を対象にバスの乗 り方教室を実施し、バス

にご乗車いただく際のマナー啓発および指導を行 う。

随時実施



⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮につ
いての乗合バス車両の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対 策 現行計画の内容
(計画射象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

(2)

(3) の

(4)その他

の促進を達成するために て べ き の実施状況1 と

・路線や乗 り場を確認できるようにバス路線図を製作し、当社ホームページにも掲載しました。
・バスの運休等の計画や実施の際には引き続き当社ホームページやSNSを活用し、お客様への情

報提供を行いました。

当社ホームページ上で公表

特になし



総車

両ケ文

公共交通移動等円滑化基準省令に適合した車両数

言ト

公共交通移動等円滑化基準省令に適合していない車ll敦

三十

前年圧軍
両数 366 343 338 23 20 0 3 0

牛 度 閣 に

供用
攻台し
を開
た車

面数

22 19 lg 0

C 0

3 0 0 3 0

年度内に

供用を廃
止した車
両数

20 20 19 1

C 0

0 0 0 0 0

年度末車
両数 368 342 33g 4

C 0

26 20 0

Ⅱ 乗合バス車両の移動等円滑化の達成状況
(令和 8年 3月 31日 現在 )

Ш 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第 6条の 2で定める要件に関する事項

(1)過去 3年度における 1年度当たりの平均の輸送人員が1000万人以上である。 ○

(2)過去 3年度における1年度当たりの平均の輸送人員が100万人以上1000万人未満であり、か
つ、以下のいずれかに該当する。
①中小企業者でない。
②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50%以上所有しているか、又は自社に対
し50%以上出資している中小企業者である。

(第 6号様式 )

注 1.公共交通移動等円滑化基準省令に適合した車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合して
いる車両の合計数を記入すること。

2.ノ ンステップバスの車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合しているノンステップバス
車両の合計数を記入すること。

3.ワ ンステップバスの車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合しているワンステップバス
車両の合計数を記入すること。

4.公共交通移動等円滑化基準省令に適合した車両数のうちその他の車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令に
適合している車両のうち 2及び 3に該当しない車両の合計数のほか、公共交通移動等円滑化基準省令第37条第 2項第 2

号の基準に適合するスロープ板その他の車椅子使用者の乗降を円滑にする設備について、スロープ板を備えたもの、リ

フトを備えたものの別にその車両教を記入すること。

5.基準適用除外認定車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第43条第 1項の認定を受けている車両の合計数の
ほか、そのうちスロープ板を備えているものの車両数、リフトを備えているものの車両数を記入すること。

6.公共交通移動等円滑化基準省令に適合していない車両数のうちその他の車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準
省令に適合していない車両のうち 5に該当しない車両の合計数のほか、そのうちスロープ板を備えているものの車両数

、リフトを備えているものの車両数を記入すること。

7.Ⅲ については、該当する場合には右の欄にO印を記入すること。

8.「中小企業者」とは、資本金の額が 3億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

9 「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。



第 8号様式 (日 本産業規格A列 4番 )

移動等円滑化取組報告書 (貸切バス車両)

(令和 7年度)

住  所  神奈川県川崎市川崎区中瀬卜216

事業者名  川崎鶴見臨港バス株式会社
代表者名  取締役社長  野村 正人

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第 9条の 5の規定に基づき、次のとおり報告します。

I 前年度の移要力等円滑化取組計画書の内容の実施状況

(1)移動等円滑化に関する措置の実施状況
① 貸切バス車両を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

② 貸切バス車両を使用した役務の提供の方法に関し法第人条第二項及び第二項の主務省令で
定める基準を遵守するために必要な措置

対 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容 )

前年度の実施状況

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
旅客施設における誘導その他の支援

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

姑象となる貸切
バス車両

現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容 )

前年度の実施状況

ノンステップバ

ス

車両更新時に可能な限リワンステップバスをノンステップ
バスに代替を行 う。

ノンステップバスを
2両導入 (代替)

対 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

サービス介助士

等有資格者の配
置

サービス介助士等の資格を持つた乗務員、職員を配置し、
お客様の誘導を円滑に行える体制を整備する。

各営業所に配置済

封 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

バス停へのバス
ロケーションシ
ステムの設置

停留所にバスロケーションシステムを設置し、バス待ちの

お客様が接近情報を把握できるように整備する。

バスロケーションシ
ステムの設置・整備
を継続 しました。

紺 策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

・講習会開イ任

。バスの乗 り方
数室開催

。従業員に対し業務懇談套および管理者狛升修を実施 し、連

行時にあつた事例を共有し、対応方法の指導を行 う。
・沿線学校生徒を対象にバスの乗 り方教室を実施 し、バス

にご乗童いただく際のマナー啓発および指導を行 うハ

随時実施

⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練



⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な酉己慮につ
いての貸切バス車両の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対  策 現行計画の内容
(計画対象期間及び事業の主な内容)

前年度の実施状況

(2) の促進を達成するために 1 と て講ずべき措置の

(3) の

(4)そ の他

・路線や乗 り場を確認できるようにバス路線図を
・バスの運休等の計画や実施の際には引き続き当

報提供を行いました。
金窯ヒム真生ひ旱命邦 ゼ,↓雷軽惹契Σ格

当社ホームページ上で公表

特になし



Ⅱ 貸切バス車両の移動等円滑化の達成状況

(令和 8年 3月 31日 現在 )

公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 に 適 合 し た 車 両 数

前年度車
両数

3 3 0 0 0

年度末車
両数

2 0 0

Ш 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第 6条の 2で定める要件に関する事項

(1)過去 3年度における 1年度当たりの平均の輸送人員が1000万人以上である。

(2)過去 3年度における1年度当たりの平均の輸送人員が100万人以上1000万人未満であり、か
つ、以下のいずれかに該当する。
①中小企業者でない。
②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50%以上所有しているか、又は自社に対
し50%以上出資している中小企業者である。

(第 8号様式)

注 1.公共交通移動等円滑化基準省令に適合した車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合して
いる車両の合計数を記入すること。

2.ノ ンステップバスの車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合しているノンステップバス
車両の合計数を記入すること。

3.リ フト付きバスの車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合しているリフト付きバス車両
の合計数を記入すること。

4.ス ロープ付きバスの車両数の本関には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合しているスロープ付きバス
車両の合計数を記入すること。

5.その他の車両数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合している車両のうち、 2、 3及び 4に
該当しない車両を記入すること。

6.mに ついては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。

7.「中小企業者」とは、資本企の額が 3億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

8.「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。


